
 

令和 6年度 第 1 回豊中市公共施設等有効活用委員会 

次第 

 

日  時：令和 6年（2024 年）10 月 22 日（火）10 時～11 時 30 分 

 

 

開催方法：対面 

 

 

傍聴場所：庄内コラボセンター「ショコラ」 

 

 

＜ 案 件 ＞ 

１．豊中市公共施設等総合管理計画の進捗状況について 

２．公共施設跡の利活用について 

 

 

＜ 資 料 ＞ 

・資料１ 豊中市公共施設等有効活用委員会規則 

・資料２ 委員名簿 

・資料３ 豊中市公共施設等総合管理計画の進捗状況について 

・資料４ 公共施設跡の利活用について 
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豊中市公共施設等有効活用委員会に係る規則等について 

 

１．豊中市公共施設等有効活用委員会規則 

第１条 この規則は，執行機関の附属機関に関する条例（昭和２８年豊中市条例第３８号）第

２条の規定に基づき，豊中市公共施設等有効活用委員会（以下「委員会」という。）の組織

及び運営その他委員会について必要な事項を定めることを目的とする。 

第２条 委員会は，市長の諮問に応じて，公共施設等の有効活用について調査審議し，その意

見を答申するものとする。 

第３条 委員会は，委員６人以内で組織する。 

２ 委員は，次に掲げる者のうちから，市長が委嘱する。 

(１) 学識経験を有する者 

(２) 市民（市の区域内に事務所又は事業所を有する者，市の区域内に存する事務所又は事

業所に勤務する者及び市の区域内に存する学校に在学する者を含む。） 

３ 前項第２号に掲げる者は，公募により選考する。ただし，応募がなかったときその他やむ

を得ない理由があるときは，この限りでない。 

第４条 委員の任期は，２年とする。ただし，市長が特に必要があると認める場合にあっては，

２年の範囲内において別に定めることができる。 

２ 委員は，前条第２項第２号の委員を除き，再任されることができる。 

３ 市長は，特別の理由があると認める場合は，第１項の規定にかかわらず，委員を解嘱する

ことができる。 

第５条 委員会に委員長を置く。 

２ 委員長は，委員の互選によって定める。 

３ 委員長は，委員会の事務を総理し，委員会を代表する。 

４ 委員長に事故があるときは，あらかじめ委員長の定めた委員が，その職務を代理する。 

第６条 委員会は，委員長が招集し，委員長が議長となる。 

２ 委員会は，委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員会の議事は，出席委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決するとこ

ろによる。 

第７条 委員長は，必要があると認めるときは，関係者の出席を求め，その説明又は意見を聴

くことができる。 

第８条 委員会の庶務は，財務部資産管理課において処理する。 

第９条 この規則に定めるもののほか，委員会の運営について必要な事項は，委員長が定める。 

附 則 

１ この規則は，平成２５年６月３日から施行する。 
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２ この規則の施行後最初に招集される委員会並びに委員長及びその職務を代理する者に事

故がある場合その他委員長の職務を行う者がない場合における委員会の招集及び委員長が

決定されるまでの委員会の議長は，市長が行う。 

附 則（平成２７年３月２５日規則第２０号抄） 

１ この規則は，平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年１０月２４日規則第６２号） 

１ この規則は，平成３０年１１月１日から施行する。 

２ 他の規則の一部改正〔略〕 

附 則（平成３１年３月２２日規則第３３号抄） 

１ この規則は，平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年１０月２１日規則第５６号） 

１ この規則は，令和４年１１月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月２２日規則第１４号抄） 

１ この規則は，令和５年４月１日から施行する。 

 

 

２．豊中市情報公開条例（抜粋） 

(会議の公開) 

第２３条 附属機関等の会議(法令等の規定により公開することができないとされている会議

を除く。)は，公開するものとする。ただし，次に掲げる場合は，非公開とすることができる。 

（１）不開示情報が含まれる事項について調停，審査，審議，調査等を行う会議を開催する場

合 

（２）物理的な妨害行動等が客観的に予測され，当該会議の公正かつ円滑な運営に支障が生じ

ると認められる場合 

 

 

３．審議会等の会議の公開の実施に関する要領（抜粋） 

第２ 公開，非公開の決定 

１ 審議会等の会議の公開，非公開については，条例に基づき，当該審議会等がその会議にお

いて決定するものとする。ただし，新たに設置される審議会等であって,審議会等の設置の趣

旨，目的等から当該審議会等の会議を公開することが条例に基づき明らかな場合は,当該審議

会等を設置する執行機関が会議を公開することを決定することができる。 
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氏名 所属 任期 選任区分

青木　朋美 ━
令和4年（2022年）11月１日

～
令和6年（2024年）10月31日

公募市民

井波　洋 豊中商工会議所　副会頭
令和5年（2023年）1月1日

～
令和6年（2024年）6月30日

学識経験者

小西　康仁 豊中商工会議所　副会頭
令和6年（2024年）8月1日

～
令和6年（2024年）10月31日

学識経験者

木多　道宏 大阪大学大学院　工学研究科　教授
令和4年（2022年）11月１日

～
令和6年（2024年）10月31日

学識経験者

佐野　こずえ 近畿大学　建築学部　講師
令和4年（2022年）11月１日

～
令和6年（2024年）10月31日

学識経験者

深澤　俊男 深澤俊男不動産鑑定士事務所　代表
令和4年（2022年）11月１日

～
令和6年（2024年）10月31日

学識経験者

和田　聡子 大阪学院大学　経済学部　教授
令和4年（2022年）11月１日

～
令和6年（2024年）10月31日

学識経験者

（50音順・敬称略）

豊中市公共施設等有効活用委員会　委員名簿



令和6年（2024年）10月
財務部 資産管理課

豊中市公共施設等総合管理計画の
進捗状況について

【資料3】



公共施設等総合管理計画とは

背景 ● 過去に建設された公共施設等がこれから大量に更新時期を迎える

一方で、地方公共団体の財政は厳しい状況にある

● 人口減少等により今後の公共施設等の利用需要が変化していく

● 市町村合併後の施設全体の最適化を図る必要がある

個別施設計画

公共施設等の総合的かつ計画的な管理を行うための中期的な取組みの方向性を明らかにする計画として、所有施設等の現状や施設全体の

管理に関する基本的な方針を定めるもの。

公共施設等総合管理計画に基づき、個別施設ごとの具体の対応方針を定める計画として、個別施設の状態や維持管理・更新等に係る対策の

優先順位の考え方、対策の内容や実施時期、対策費用を定めるもの。

公共施設等総合管理計画

公共施設等の管理

まちづくり 国土強靭化

○ ⾧期的視点に立った老朽化対策
○ 適切な維持管理・修繕の実施
○ トータルコストの縮減・平準化
○ 計画の不断の見直し・充実

○ 計画的な点検・診断
○ 修繕・更新の履歴の集積・蓄積
○ 公共施設等の安全性の確保
○ 耐震化の推進

○ PPP/PFIの活用
○ 将来のまちづくりを見据えた

検討
○ 議会・住民との情報及び現状

認識の共有

公共施設等総合管理計画に基づく老朽化対策の推進イメージ

各地方公共団体が、公共施設等の全体を把握し、⾧期的視点に

立って公共施設等の総合的かつ計画的な管理を行うため、

「公共施設等総合管理計画」の策定が必要

2



公共施設の状況

豊中市公共施設等総合管理計画
「図Ⅲ-1 用途分類別の延床面積割合（中分類）」より

学校, 46.6%

その他教育施設, 
1.5%庁舎等, 2.9%消防施設, 1.5%

その他行政系施設, 1.4%

公営住宅, 16.4%

こども園, 3.0%
幼児・児童施設, 

0.1%

産業系施設, 0.5%

図書館, 1.4% スポーツ施設, 3.8%

レクリエーション施設、

観光施設, 0.3%
病院施設, 6.7%

高齢福祉施設, 4.1%

児童福祉施設, 0.4%

障害福祉施設, 0.9%

保健施設, 0.6% その他社会福祉施設, 
0.1%

文化施設, 1.3%

集会施設,
5.5%

その他, 0.9%

【建物施設】

本市は、平成27年（2015年）3月末時点で
376ヶ所・約101万㎡の建物施設を有しています

最も大きい面積を占めるのが小・中学校、
次いで公営住宅となっています

【計画の対象】豊中市が保有または賃借する公共施設等（建物施設及びインフラ施設）

【インフラ施設】

道路、橋りょう、上下水道、公園・緑地、水路
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公共施設マネジメントの基本方針

４．維持管理費の削減

５．戦略的配置、複合化・多機能化の推進

６．施設利用の促進

７．公民連携の促進

８．受益者負担の適正化

１．施設の安全性能の維持・向上

２．施設総量フレームの設定

３．財政負担の平準化

建物施設について、24年間の計画期間内で総延床
面積『平成26年度比80%』内での施設再編

事後保全から予防保全へ
耐震化等による災害に強いまちづくりの推進

地域特性や利用圏域に配慮し、市民ニーズに応え
る最適な施設配置

機能に着目した施設再編による、必要なサービス
の維持・向上と施設総量削減の両立

4



本市における目標と計画の推進体制

豊中市公共施設等総合管理計画「計画の推進体制」より抜粋

【計画期間】平成29年度（2017年度）から令和22年度（2040年度）までの24年間

5

財 務 部



施設総量の推移（実績）
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R5（2023）
年度末

R4（2022）
年度末

R3（2021）
年度末

R2（2020）
年度末

R1（2019）
年度末

H26（2014）
年度末

【基準年度】

976,158㎡976,613㎡952,025㎡956,719㎡977,146㎡1,013,316㎡施設総量（㎡）

37,158㎡36,703㎡61,291㎡56,597㎡36,170㎡－削減面積（㎡）
【基準年度比】

3.7％3.6％6.0%5.5％3.6％－削減割合（％）
【基準年度比】

・地域共生センター東館・庄内さくら学園
・庄内コラボセンター・宝山住宅・桜井谷東小学校（増築）・原田南学校給食センター－主な面積増施設

・千成小学校
・せんなりこども園

・旧とよなか・起業 チャ
レンジセンター
・母子父子福祉センター

・螢池駅西自動車駐車場
・岡町北住宅

・庄内小学校、第六中学校
・介護老人保健施設かがや
き

・豊中駅西自動車駐車場
・旧南部事業所、旧北部事
業所

－主な面積減施設

－69.2％70.0％70.2％69.5％－有形固定資産
減価償却率※（％）

※有形固定資産減価償却率＝減価償却累計額／取得価額



施設総量の推移（グラフによる分析）
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令和元年度（2019年度） ・原田南学校給食センターの建築
既存の給食センターの建替えとなるが、既存
の給食センターは未除却の為面積が増加した。

令和2年度（2020年度） ・桜井谷東小学校の増築
児童数の増加に伴い増築を行った。

令和3年度（2021年度） ・岡町北住宅の一部除却
岡町北住宅の1、2棟及び西谷住宅の集約建替え。

令和4年度（2022年度） ・庄内さくら学園
2中3小の集約建替えのため、最終的な面積は約
16,000㎡の減となる見込み。
・庄内コラボセンター
庄内文化センターなどの建替えと集約化、施策によ
る純増面積は6,000㎡程度。

令和5年度（2023年度） ・地域共生センター東館の新築
旧福祉会館の建替え。
・千成小学校、せんなりこども園の除却
庄内よつば学園建築のため除却を行った。



計画策定後の取組み事例
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③施設の統廃合
● 庄内地域における「魅力ある学校」づくり計画に基づく小中学校の再編
● 老朽化が進む南部地域の各公共施設を集約化し、南部地域における新たな交流拠点とする
● （仮称）中央図書館を中心とした再編を実施し、各館の機能を見直しつつ施設総量の削減を行う

①公民の役割分担の見直し

②包括施設管理の導入 / 令和３年１０月～

④児童相談所の設置 / 令和7年設置予定

●児童虐待件数が増加する中、子どもの権利擁護や子育てに関する問題・不安を抱える家庭に迅速かつ丁寧に切れめなく包括的に支援が行え
る体制の強化を目的として設置

●多岐にわたる施設管理業務を１契約に集約し、各施設所管課が行う入札、見積、契約事務などの重複する業務を一本化
●施設管理の専門家である民間事業者が統括管理し、管理品質のばらつきを解消するとともに付加価値も生み出す

●同様の機能を有する民間施設が充足している場合、公共と民間の役割分担について整理し、方針を定める
●セーフティネット機能については、公民の役割分担によるより一層の機能拡充をめざす
《取組み完了案件》老人デイサービスセンター等の民営化/借上げ市営住宅（17住宅）の返還/市営駐車場の民営化/介護老人保健施設の民営化/たちばな園の民営化
《取組み継続案件》こども園の集約化・再整備



今後の取組み（２０２５経営戦略方針一部抜粋）
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10

今後の取組み（２０２５経営戦略方針一部抜粋）
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今後の取組み（２０２５経営戦略方針一部抜粋）



今後の取組み（中間見直しについて）
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●社会情勢の変化や従来の計画との乖離に対応する
ため、早期に中間見直しを検討する

●人口推移や財政状況など社会的状況のデータ更新
する

●社会ニーズへの対応による施設再編など公共施設
のあり方について再整理を行う

●計画期間12年目となる令和10年度（2028年度）
に本計画の中間見直しを予定

●人件費や物価の高騰、行政需要の変化など、計画
策定時には想定していない社会情勢の変化による従
来の計画と現状の乖離

●公共施設に求められる機能（サービス）の変化
（35人学級制、児童相談所等の子ども支援等）

①中間見直しの背景 ②中間見直しの方針



今後の取組み（中間見直しについて）
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③改定に向けた今後の課題

●施設関係コストや施設総量の算出方法の検証

●目標値の中間見直しの検討

●他の関連計画（個別施設計画、⾧寿命化計画等）との整合性



令和6年（2024年）10月
財務部 資産管理課

公共施設跡の利活用について

【資料4】



計画策定後の取組み事例

2

①図書館再編 / 令和4年度～

＜再編の概要＞
●庄内図書館及び庄内幸町図書館を庄内コラボセンター内へ移転し、新たに庄内図書館として開館。庄内幸町図書館を廃止。
●（仮称）中央図書館を中心に、地域館、分館、サービスポイントを配置。分館は各館の機能を見直し、適切な規模や配置をめざす。
●図書館の多機能化・新機能導入を基本に、図書館を含む教育委員会所管施設における施設総量を削減。

＜サービスの向上ポイント＞
●（仮称）中央図書館であらゆる図書館サービスを提供し、中央館機能を補完する地域館、より地域で身近に本を楽しむことができる分館、
図書館から離れた場所での予約資料の受取、返却ができるサービスポイントを設置し、「知の拠点」として人と情報をつなぎ学びを支援する。

[スケジュール]



計画策定後の取組み事例

3

②南部地域における学校の統廃合と跡地の利活用

D第十中●

d●第七中

d●第六中庄内小 ▲

▲島田小

野田小▲

▲庄内南小

庄内西小
▲

▲千成小

庄内さくら学園
（令和5年4月開校）

庄内小、第六中、島田小、
庄内さくら学園中(旧第十中)、野田小

庄内コラボセンター
（令和5年2月開館）

庄内よつば学園
（令和8年4月開校予定）

千成小、第七中、庄内西小、
庄内南小

庄内さくら学園の開校に伴う跡地活用

●庄内小学校 ・第六中学校
庄内さくら学園（令和5年4月開校）、庄内コラボセンター（令和5年2月開館）

●島田小学校
学びの多様化学校（いわゆる不登校特例校）、産業振興施設

●庄内さくら学園中学校（旧第十中）
民間利活用

（スポーツ振興施設を中心に、こども関連施設、生活利便施設等の
にぎわい施設を誘致）

●野田小学校
民間利活用（共同住宅等を中心に生活利便施設を誘致）

庄内よつば学園の開校に伴う跡地活用

●千成小学校、(せんなりこども園) 庄内よつば学園（令和8年4月開校予定）

●第七中学校 大阪府立支援学校整備（令和8年～予定）

●庄内西小学校 公共及び民間併用での利活用について検討中

●庄内南小学校 公共及び民間併用での利活用について検討中



4

計画策定後の取組み事例
③公共施設の統廃合・複合化（庄内コラボセンター）

庄内保健センター

保健
センター

医療保健
センター

阪急豊中駅
市民活動情報サロン→

市民公益活動支援センター

エキスタ
とよなか

庄内幸町図書館

図書館

市役所
出張所

庄内駅前庁舎

豊中しごとセンター→
豊中しごと・くらしセンター

図書館公民館

介護予防
センター

福祉事務所

保育施設 駐輪場

労働会館

庄内文化センター

とよなか起業・
チャレンジセンター

起業・チャレンジ
センター

建物

消防屯所

共同利用施設

庄内出張所

土地 機能凡例：



南部地域の施設を統合し地域の新たな拠点

子どもから大人まで誰もが気軽に立ち寄る
子育てから就労支援まで様々な相談ができる

9施設＋貸室

5

計画策定後の取組み事例
③公共施設の統廃合・複合化（庄内コラボセンター）

庄内保健センター

保健
センター

医療保健
センター

阪急豊中駅
市民活動情報サロン→

市民公益活動支援センター

エキスタ
とよなか

庄内幸町図書館

図書館

市役所
出張所

庄内駅前庁舎

豊中しごとセンター→
豊中しごと・くらしセンター

図書館公民館

介護予防
センター

福祉事務所

保育施設 駐輪場

庄内コラボセンター

労働会館

庄内文化センター

とよなか起業・
チャレンジセンター

起業・チャレンジ
センター

消防屯所

共同利用施設

庄内出張所

建物土地 機能凡例：

移転
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計画策定後の取組み事例
③公共施設の統廃合・複合化（庄内コラボセンター）

庄内保健センター

保健
センター

医療保健
センター

阪急豊中駅

市民活動情報サロン→
市民公益活動支援センター

庄内幸町図書館

市役所
出張所

庄内駅前庁舎豊中しごとセンター→
豊中しごと・くらしセンター

図書館公民館

介護予防
センター

福祉事務所

保育施設 駐輪場

共同利用施設

庄内出張所

とよなか起業・
チャレンジセンター

起業・チャレンジ
センター

消防屯所
建替え

こども・教育
総合相談窓口

庄内コラボセンター

子育て支援
センター

労働会館

庄内文化センター

文化財
保管

（暫定）
文化財保管

図書サービス
ポイント

魅力文化
施設

エキスタ
とよなか

売却

売却

解体→広場

・市民サービスの拠点、ワンストップ化
・跡地の有効活用
・跡地の売却による財源確保

建物土地 機能凡例：

移転 新しい活用 売却



土地の不動産証券化

計画策定後の取組み事例

7

④その他の利活用（民営化・売却・不動産証券化手法）

旧たちばな園

旧北条老人
デイサービスセンター

障害者支援施設

老人デイサービスセ
ンター

旧庄内こども園

こども園

旧原田学校給食センター

文化財収蔵庫

旧たちばな園

旧北条老人
デイサービスセンター

旧庄内こども園

旧原田学校給食センター

売却（R5）

売却（R5）

売却予定

中学校給食提供事業者の誘致

文化財収蔵庫

障害者支援施設

老人デイサービス
センター

民営化

再編により廃止

既存の公立こども園に集約

こども園

建物土地 機能凡例：

移転 新しい活用 売却

旧庄内文化センターへ移行



豊中市

計画策定後の取組み事例
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旧原田学校給食センターの跡地活用
不動産証券化を活用した中学校給食提供事業者誘致事業

【現在】

〇市外の調理事業者（３者）で調理された給食
⇨市外から各中学校へ配送し提供

給食提供事業

④その他の利活用（不動産証券化手法）

〇給食製造に影響のない範囲で収益事業を可能とする

〇市有地に民設民営の食品工場誘致
⇨市内の食品工場から各中学校へ配送し提供

メリット

・安心・安全な給食を⾧期的かつ安定的に提供
・委託料の削減
・市内の雇用創出や経済循環などの経済効果
・延床面積の削減

【今後】

豊中市



計画策定後の取組み事例

9

旧原田学校給食センターの跡地活用
不動産証券化を活用した中学校給食提供事業者誘致事業

未利用の土地

④その他の利活用（不動産証券化手法）

●定期借地

売却をすることで、一時的な財源確保や税収を得られることができ
るが、市の所有ではなくなるので、再取得は実質不可能。

契約期間中は地代収入を得られ、契約期間満了後、市へ返還される
ため、別の事業に土地利用が可能。
借地料以上の収入がないため、発展性がない。

不動産を裏付けとした証券を発行し、不動産を小口化する仕組み。
出資に応じた配当金や税収等の財源を得ることができるが、仕組み
が複雑で、証券化費用（信託報酬、AM費用、SPC維持コスト等）
が発生。
先駆的な事業による財政力の向上が期待できる。

●不動産証券化

●売却

市有地の有効活用

利活用手法の検討

・税収（固定資産税、都市計画税）

・配当収入

・延床面積の削減

・民間活力導入による未利用地の活用

・スキームが煩雑

・証券化SPCの運営費用がかかる

〇土地の不動産証券化を活用

〇建物を解体し、民設民営の工場を誘致

メリット デメリット

不動産証券化


